
別紙様式５

令和6年度
国営緊急農
地再編整備
事業「亀岡
中部地区」
における埋
蔵文化財の
発掘調査

支出負担行
為担当官近
畿農政局長
相本浩志

京都府京都
市上京区西
洞院通下長
者町下る丁
子風呂町

令和7年4月1日

公益社団法人京都
府埋蔵文化財調査
研究センター
6130005012369

京都府向日
市寺戸町南
垣内40番の
3

会計法第
29条の3第
4項（法令
等の規定）

京都府教育委員会との
取り決めによるため。

349,624,000 349,624,000 100.0% - - - - - - -

緑が丘宿舎
の賃貸借契
約

分任支出負
担行為担当
官　代理
近畿農政局
淀川水系土
地改良調査
管理事務所
加古川水
系広域農業
水利施設総
合管理所長
門脇　光亮

兵庫県三木
市志染町三
津田1525

令和7年4月1日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第
29条の3第
4項（賃貸
借契約）

当該場所でなければ行
政事務を行うことが不可
能であることから場所が
限定され、供給者が一
に限定される賃貸借契
約

- - - - - - - - - -

令和7年度
職員宿舎賃
貸借料（新
住宿舎）

分任支出負
担行為担当
官近畿農政
局南近畿土
地改良調査
管理事務所
長一阪郁久

奈良県吉野
郡大淀町下
渕388-1

令和7年4月1日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第
29条の3第
4項（賃貸
借契約）

当該場所でなければ行
政事務を行うことが不可
能であることから場所が
限定され、供給者が一
に特定される賃貸借で
あるため随意契約を行う
ものである。

- - - - - - - - - -

備　　考

名称

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

競争性のない随意契約によら
ざるを得ない理由

所在地 商号又は名称

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等） 
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によ
ることとした会
計法令の根
拠条文（企画
競争等）

特別な
競争参
加資格
（※提
案者の
数が１
の場合
の記載
事項）

住所
公益法人の

区分

契約金額

再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
農林水産
省が所管
する特例
社団法人
又は特例
財団法人
の場合の
記載事項）

国認
定、都
道府県
認定の
区分

落札率

公益法人の場合

予定価格
提案者の

数



別紙様式５

備　　考

名称

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

競争性のない随意契約によら
ざるを得ない理由

所在地 商号又は名称

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等） 
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によ
ることとした会
計法令の根
拠条文（企画
競争等）

特別な
競争参
加資格
（※提
案者の
数が１
の場合
の記載
事項）

住所
公益法人の

区分

契約金額

再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
農林水産
省が所管
する特例
社団法人
又は特例
財団法人
の場合の
記載事項）

国認
定、都
道府県
認定の
区分

落札率

公益法人の場合

予定価格
提案者の

数

令和7年度
職員宿舎賃
貸借料（新
住第三宿
舎）

分任支出負
担行為担当
官近畿農政
局南近畿土
地改良調査
管理事務所
長一阪郁久

奈良県吉野
郡大淀町下
渕388-1

令和7年4月1日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第
29条の3第
4項（賃貸
借契約）

当該場所でなければ行
政事務を行うことが不可
能であることから場所が
限定され、供給者が一
に特定される賃貸借で
あるため随意契約を行う
ものである。

- - - - - - - - - -

令和7年度
庁舎土地建
物使用料
1式

分任支出負
担行為担当
官近畿農政
局亀岡中部
農地整備事
業所長川原
清文

京都府亀岡
市安町野々
神31-5

令和7年4月1日
亀岡市
2000020262064

京都府亀岡
市安町野々
神8番地

会計法第
29条の3第
4項（賃貸
借契約）

当該場所でなければ行
政事務を行うことが不可
能であることから場所が
限定され、供給者が一
に特定される賃貸借で
あるため随意契約を行う
ものである。

5,864,319 5,864,319 100.0% - - - - - - -

令和7年度
土地改良法
第89条の2
及び同法施
行令第51条
の2の規定
に基づく国
営亀岡中部
土地改良事
業の換地処
分等の委託
業務

分任支出負
担行為担当
官近畿農政
局亀岡中部
農地整備事
業所長川原
清文

京都府亀岡
市安町野々
神31-5

令和7年4月2日
京都府
2000020260002

京都府京都
市上京区下
立売通新町
西入藪ノ内
町

会計法第
29条の3第
4項（法令
等の規定）

土地改良法第89条の2
及び同法施行令第51条
の2により契約の相手方
が都道府県知事と定め
られているため。

30,700,000 30,700,000 100.0% - - - - - - -



別紙様式５

備　　考

名称

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

競争性のない随意契約によら
ざるを得ない理由

所在地 商号又は名称

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等） 
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によ
ることとした会
計法令の根
拠条文（企画
競争等）

特別な
競争参
加資格
（※提
案者の
数が１
の場合
の記載
事項）

住所
公益法人の

区分

契約金額

再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
農林水産
省が所管
する特例
社団法人
又は特例
財団法人
の場合の
記載事項）

国認
定、都
道府県
認定の
区分

落札率

公益法人の場合

予定価格
提案者の

数

令和7年度
土地改良法
第89条の2
及び同法施
行令第51条
の2の規定
に基づく国
営東近江土
地改良事業
の換地処分
等の委託業
務

分任支出負
担行為担当
官近畿農政
局東近江農
地整備事業
所長中野裕
嗣

滋賀県東近
江市八日市
緑町11-24

令和7年4月14日
滋賀県
7000020250007

滋賀県大津
市京町4丁
目1-1

会計法第
29条の3第
4項（法令
等の規定）

土地改良法第89条の2
及び同法施行令第51条
の2により契約の相手方
が都道府県知事と定め
られているため。

27,142,000 27,142,000 100.0% - - - - - - -

令和7年度
庁舎用土地
建物賃貸借
料

分任支出負
担行為担当
官代理近畿
農政局和歌
山平野農地
防災事業所
次長小山仙
吉

和歌山県紀
の川市貴志
川町神戸
327-1

令和7年4月1日
紀の川市長
4000020302082

和歌山県紀
の川市西大
井338

会計法第
29条の3第
4項（賃貸
借契約）

当該場所でなければ行
政事務を行うことが不可
能であることから場所が
限定され、供給者が一
に特定される賃貸借で
あるため随意契約を行う
ものである。

8,469,740 8,469,740 100.0% - - - - - - -


